３月議会に係る記者会見
平成22年２月25日（木）13：00～

伊賀市役所秘書課応接室

１　３月議会提出議案について

議案第２号から議案第17号　

平成22年度三重県伊賀市一般会計予算他15特別会計等予算
議案第16号から議案第34号　

平成21年度三重県伊賀市一般会計補正予算（第５号）他16特別会計等補正予算

議案第35号「行政組織変更に伴う関係条例を整理する条例の制定について」

（担当課)総務課
（提案理由）

平成２２年４月からの組織変更に伴い、関係条例を整理するための条例を制定するもの

（主な内容）
住民サービスのより一層の向上と、合理的な組織づくりに努めるため、先の臨時議会において、伊賀市行政組織条例の一部改正について可決いただいたことに伴い、部及び課の名称を変更する必要がある「伊賀市男女共同参画推進条例」など３１条例の各規定において、現行の部及び課名から新たな部及び課名への改正を行うもの。施行期日は、平成２２年４月１日

議案第36号「改正労働基準法の施行に伴う関係条例を整理する条例の制定について」

（担当課）職員課

（提案理由）

　「長時間労働を抑制し、労働者の健康を確保するとともに仕事と生活の調和がとれた社会を実現する」ことを目的とした「労働基準法の一部を改正する法律」（平成２０年１２月１２日公布）が平成２２年４月１日に施行されることを受けて、本市においても改正法の内容に準じた関係条例の改正をおこなうもの

（主な内容）

「伊賀市職員の勤務時間、休暇等に関する条例」、「伊賀市職員の育児休業
等に関する条例」及び「伊賀市職員の給与に関する条例」の一部を改正し、６０時間を超える時間外勤務について、支給単価を勤務１時間当たりの給与額の
「100分の150」に割増すること、新たに月60時間を超える時間外勤務をした
職員には希望により、時間外勤務手当の割増分の支給に代えて有給休暇を取得
できるよう「時間外代替休暇時間」を創設など所要の改正をするもの。施行期日は、平成２２年４月１日

議案第37号「伊賀市職員の給与に関する条例及び伊賀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について」

（担当課）職員課

（提案理由）

伊賀市行財政改革大綱後期実施計画に基づく、給与の適正化ため、通勤手当や特殊勤務手当について見直しを行うもの。併せて、上野総合市民病院において、救急医療体制を維持するため、給与待遇面で見直しを行い、医師確保に資するため、宿日直手当及び特殊勤務手当の見直しを行うため、「伊賀市職員の給与に関する条例」、「伊賀市職員の特殊勤務手当に関する条例」の一部について所要の改正を行うもの
（主な内容）

「伊賀市職員の給与に関する条例の一部改正」では自動車等交通用具利用職員に対する通勤手当について、公共交通機関の整備状況等を踏まえ、伊賀市独自の制度に改めるため、使用距離及び額についての改正を行おうとするもの。また、医師の宿日直手当を、勤務１回につき45,000円を超えない範囲内において規則で定める額に増額する等の改正を行おうとするもの。「伊賀市職員の特殊勤務手当に関する条例」の一部改正では、清掃業務従事手当及び病院勤務伝染病等接触手当について、支給単位を日額単位と改める等、所要の改正を行おうとするもの。また、医師の過重負担となっている救急当番日の救急外来患者の診療について、１人につき4,000円の救急外来患者等診療手当を新設するもの。施行期日は、平成２２年４月１日

議案第38号「伊賀市職員採用試験委員会条例の一部改正について」
（担当課）職員課

（提案理由）

職員採用試験のさらなる公正な実施を確保するため、採用試験委員の親族等が受験した場合、委員会の所掌事項に就くことに制限を加え、委員会の運営を円滑に行うため、委員の任期の改正及び会議を非公開とする旨の規定を加えるもの。併せて４月からの組織変更に伴う課名の変更など所要の改正を行おうとするもの
（主な内容）

　所掌事項のうち、委員の三親等以内の親族の利害に関係のある事項には加わることができない旨の規定を新たに加えること、委員のうち学識経験者の任期を従来の「１年」から「委嘱した日から当該年度の３月３１日まで」と改めること、会議を非公開とする規定を加えること及び委員会の処務を処理する課名を改めるもの。施行期日は平成２２年４月１日

議案第39号「伊賀市選挙管理委員会及び議会等の要求により出頭した者等の費用弁償に関する条例の一部改正について」
（担当課）総務課

（提案理由）

市議会議長から、伊賀市議会基本条例の制定等による市議会の一部の会議において、参考人等の出席を求めた際に当該参考人等に対し、実費弁償をする根拠規定が無いため、市議会に関する実費弁償についての条例を発議により新たに提案することから、本条例中の市議会に係る条文を削る改正をするよう依頼を受けた。このことから所要の改正を行うもの
（主な内容）
本条例中における市議会に関する実費弁償についての規定を削ること、併せて引用している法律の条項名の訂正、重複している条項名を削る等の所要の改正を行うもの。施行期日は、平成２２年４月１日
議案第40号「伊賀市個人情報保護条例の一部改正について」
（担当課）広聴広報課

（提案理由）

「個人情報の保護に関する基本方針」（平成１６年４月２日閣議決定）が、平成２１年９月１日に一部変更され、個人情報に対するいわゆる過剰反応が見られる現状から、法の趣旨に則り、地方公共団体の保有する個人情報の保護に関する条例の見直しが求められたこと、また、災害時等要援護者を支援するには、現行条例の規定では、生命、身体又は財産などを保護することに支障が生じることから、あらかじめ、民生委員や、地区委員などの関係者に要援護者の個人情報を提供することができるよう所要の改正を行うもの
（主な内容）

個人情報の利用及び提供の制限を定めた第８条第１項の適用除外として、「個人の生命、身体及び財産の保護のため、本人以外のものに提供することが明らかに本人の利益になるとき」とする規定を新たに設けること、併せて、提供先に対する措置要求を定めた第１０条の規定について、個人情報の提供先に対し、更なる個人情報の適正管理を義務付ける旨の規定に改めるもの。施行期日は、平成２２年４月１日
議案第41号「伊賀市行財政改革推進委員会条例の一部改正について」
（担当課）行政改革推進室

（提案理由）

依然として厳しい財政状況であることから、より市民の視点に立った行財政運営を行うため、行政改革に係る実施状況や達成状況において、評価の視点をさらに厳しくし、次期行財政改革大綱の策定に向けてつないでいく必要があることから、本委員会の所掌事項について所要の改正を行うもの。併せて、本年４月からの組織変更に伴う、課名変更のための改正を行うもの　
（主な内容）

委員会の所掌事項について、「行財政改革に関する重要事項の調査、審議及び提言」を「行財政改革大綱及び行財政改革大綱実施計画の策定に関すること」に改めるとするなどＰＤＣＡサイクルを見直し、強化していくことを踏まえて、具体的かつ明確にしようとするもの。施行期日は、平成２２年４月１日
議案第42号「伊賀市火災予防条例の一部改正について」
(担当課)消防本部予防課
（提案理由）

平成２０年１０月に発生した大阪市浪速区の個室ビデオ店火災を踏まえ、総務省消防庁の「予防行政のあり方に関する検討会」が、平成２１年６月に個室ビデオ店等の防火安全対策について報告書を取りまとめたことに伴い、本条例の一部を改正するもの

（主な内容）

個室型店舗の遊興の用に供する個室に設ける外開き戸のうち、避難通路に面するものにあっては、当該避難通路における避難障害を防止するため、当該外開き戸は開放した場合において自動的に閉鎖するものとする旨の規定を新たに追加するもの。施行期日は、平成２２年５月１日、経過措置として、この条例の施行の際、現に存する個室型店舗又は現に新築、増築、改築等の工事中の個室型店舗で、改正後の本条例第３７条の３の規定に適合しないものに係る個室に設ける避難通路に面する戸の基準については、同条の規定は平成２３年４月３０日までの間、適用しないこととするもの

議案第43号「伊賀市体育施設条例の一部改正について」
（担当課）教育委員会スポーツ振興課

（提案理由）

上野運動公園テニスコートに夜間照明設備を新設したこと、阿山第２運動公園を芝生化したこと及び青山文化センターグラウンドを青山文化センターへ所管換を行ったことにより本条例の一部を改正するもの

（主な内容）

本条例別表第１において、上野運動公園テニスコートの使用時間等の変更及び青山文化センターグラウンドの項を削る改正を、別表第２において、上野運動公園テニスコートの照明設備利用料金に係る規定を新たに設け、別表第５においては、阿山第２運動公園サッカー場利用料金を変更するなど所要の改正を行うもの。施行期日は、平成２２年６月１日。経過措置として、この条例の施行の日の前日までに、改正前の伊賀市体育施設条例の規定によりなされた処分、手続きその他の行為は、なお、従前の例によるものとする規定を設けたもの

議案第44号「伊賀市清掃施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について」

（担当課）清掃事業課

（提案理由）

＜仮称＞伊賀市リサイクルセンターが、本年7月から、しらさぎクリーンセンターのすべての機能を移転し、運用を開始する運びとなったことから、本条例における所要の改正を行うもの。
（主な内容）

本条例中、しらさぎクリーンセンターに係る規定及び語句を削り、併せて、さくらリサイクルセンターの事業内容に資源化ごみの処理に係る規定の追加及び資源化ごみの最大処理量を規定する等、所要の整備を行うもの。施行期日は、平成２２年７月１日。経過措置として、この条例の施行の日の前日までに、改正前の伊賀市清掃施設の設置及び管理に関する条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす旨の規定を設けたもの
議案第45号「伊賀市工場誘致条例の一部改正について」
（担当課）商工観光課

（提案理由及びその主な内容）

工場誘致に係る奨励措置を受けるための指定工場の指定要件としては、本条例において市内に住民登録を有する者を雇用することと定めているが、従前から外国人登録を有する者についても対象としていたことから、これをあらためて明記するもの。また、雇用促進奨励金の交付については、近年の急激な景気悪化により、労働者に対して安定した雇用が確約されているとは言い難い状況にあることから、指定工場は長期継続雇用を奨励するものとして、雇用促進奨励金の交付申請時点において、すでに１年以上継続して雇用されている者の総数に対して奨励措置を講じるものに改めることなど所要の改正を行うもの。施行期日は、平成２２年４月１日。経過措置として、この条例の施行の日の前日までに、改正前の伊賀市工場誘致条例の規定により、指定工場の指定を受けたものは、なお従前の例によることとすることなどの規定を設けたもの

議案第46号「伊賀市公共下水道条例の一部改正について」
(担当課)下水道課
（提案理由）

公共下水道をはじめとする市の下水道使用料金は、整備手法や供用開始年度により、その額や算定方法がそれぞれ異なる状況である。市全体の均衡を図るべく取組みを行う中で、公共下水道河合処理区の下水道使用料金については、その算定方法が一般家庭、企業ともに人数割を根拠に徴収しており、人数が少なくても、発生する汚水量が多い企業は、安価な料金設定となり不均衡であることから、これを解消するため所要の改正を行うもの

（主な内容）

本条例中、旧阿山町に適用される料金について定めた別表第４の規定で、企業に適用している算定方法を人数割から使用水量割に変更するなど所要の改正を行うもの。施行期日は、平成２２年４月１日
議案第47号「伊賀市保育所（園）あり方検討委員会条例の廃止について」
（担当課）こども家庭課

（提案理由等）

本委員会は、伊賀市において保育に欠ける子どもを安心して育てることができる保育環境の整備を図るため、市民からの幅広い意見を集約し、提言をいただくため平成１９年度に設置し協議をいただいてきた。昨年１１月に「伊賀市保育所（園）のあり方に関する提言」を提出いただき、伊賀市次世代育成支援対策地域行動計画の策定に関しても市民に周知を図っていただくなど所期の目的を達成し、本年３月３１日で委員の任期が満了することになったことから、本条例を廃止するもの。施行期日は、平成２２年４月１日
議案第48号「伊賀市養護老人ホーム偕楽荘設置及び管理に関する条例の廃止について」
（担当課）介護高齢福祉課

（提案理由等）

偕楽荘は昭和５５年度に伊賀地区町村老人福祉施設組合により整備された養護老人ホームで、近い将来には、建て替えを検討する必要がある。老人福祉施設の建設に対する国庫補助は、ほぼ民間法人に限定されている状況であり、有利にかつ早期に建て替えるためには、あらかじめ民間に移管しておくことが望ましいこと、加えて、当施設を完全民営化することは、専門性の高い社会福祉法人による入所者への充実したサービスの提供と、施設の効率的な運営を　確保するものであり、行財政改革の方針にも合致しているところである。このようなことから、本条例を廃止するもの。施行期日は、公布の日から１年を超えない範囲内で、規則で定める日から施行することとするもの

議案第49号「財産の無償譲渡について」
（担当課）介護高齢福祉課

（提案理由等）

偕楽荘は、近い将来、建て替えを検討する必要があるが、それに伴う市の財政負担を伴わず、かつ、現行のサービス水準の維持・向上を図ることを目的として、建物等の譲渡をすることについて議会の議決を得ようとするもの。譲渡の方法は、市と協議の上、指定された期日までに、法人の責務において、譲渡前と同一の事業を継続するための施設を建て替え、その後に譲渡物件を取り壊すことを条件として、無償で譲渡することとする。譲渡の相手方は、市の行財政改革大綱の後期実施計画で、指定管理者と協議の上､完全民営化を進めることとしていることから、指定管理者である社会福祉法人洗心福祉会とする。譲渡日は、今回、併せて提案する「伊賀市養護老人ホーム偕楽荘設置及び管理に関する条例を廃止する条例」の施行日と整合させることとするもの
議案第50号～55号｢財産の無償譲渡について｣
（担当課）農林振興課

（提案説明等）

市の公の施設として管理運営を行なってきた集会施設について、より一層、地域の活性化に資する施設として活用を図るため、関係条例の改正及び用途廃止など必要な手続を終えた6施設について、地元自治会へ無償譲渡することについて議会の議決を得ようとするもの
議案第５０号では「諏訪生活改善センター」であった伊賀市諏訪１６０３番地２の建物を地元自治会である諏訪区に譲渡しようとするもの

議案第５１号では「中ノ村生活改善センター」であった伊賀市玉瀧３４６９番地１の建物を地元自治会である中ノ村区に譲渡しようとするもの

議案第５２号では「石川集落センター」であった伊賀市石川５９４番地の建物を地元自治会である石川区に譲渡しようとするもの

議案第５３号では「槇山多目的集会施設」であった伊賀市槇山６３０番地の建物を地元自治会である槇山区に譲渡しようとするもの

議案第５４号では「下高尾多目的集会施設」であった伊賀市高尾２５３１番地６の建物を地元自治会である高尾中出組に譲渡しようとするもの
議案第５５号では「青山羽根生活改善センター」であった伊賀市青山羽根２７１番地１の建物を地元自治会である青山羽根区に譲渡しようとするもの
議案第56号「消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ｉ型）の買入れについて」
（担当課）消防本部消防総務課

（提案理由等）

東消防署配備の消防ポンプ自動車は、購入後１８年が経過し老朽化が著しく、消防活動に支障をきたすおそれがあることから、これを更新配備しようとするもの。新たに導入する消防ポンプ自動車は、従来の装備に加え、水と消火薬剤の混合液に空気を圧入し泡を放射する装置など新機能を備えたものである。　　

去る２月４日の一般競争入札の結果、大阪市の株式会社モリタ大阪支店　　が、２千９百７１万５千円で落札したことから、同社と購入契約を締結することについて議会の議決を得ようとするもの　　
議案第57号「指定管理者の指定について」
（担当課）阿山支所住民課

（提案理由等）

鞆田地区介護予防拠点施設　いきいきセンターの指定管理者指定期間が満了することに伴い、指定管理者選定委員会における審査結果を踏まえ、再度、伊賀市上友田区を同施設の指定管理者に指定することについて議会の議決を得ようとするもの
指定管理者候補者の選定は、伊賀市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例により、原則、公募によることとしているが、施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、地域等の活力を活用した管理を行うことにより事業効果が明確に期待できると認められると判断されたことから、特例である同条例第５条を適用するもの
指定期間は、平成２２年４月１日から２年間
議案第58号「伊賀市次世代育成支援対策地域行動計画(後期計画）の策定について」
（担当課）子ども家庭課

（提案理由等）

「次世代育成支援対策推進法」第８条の規定に基づき、次代の社会を担う子どもを育成する家庭に対する支援策や子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を行うために、家庭・地域・企業・行政などが果たす役割を示すなど地域における子育て支援対策をまとめた｢次世代育成支援対策の実施に関する計画｣を定めることについて議会の議決を得ようとするもの

議案第59号「市営土地改良事業の施行について」

（担当課）農村整備課

（提案理由等）

市営土地改良事業の施行について土地改良法第９６条の２第２項の規定により議会の議決を得ようとするもの。事業内容は、平成22年度に伊賀支所管内の愛田地区の農業生産基盤整備のため、農業用用水路の整備を行うもの
議案第60号「市営土地改良事業の経費の賦課の基準並びに徴収時期及び方法を定めることについて」
（担当課）農村整備課

（提案理由等）

愛田地区の市営土地改良事業の経費の賦課について、伊賀市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例第２条第２項の規定により議会の承認を得ようとするもの。本事業は、事業費１千５百万円で、農林水産省所管の基盤整備促進事業により整備し、事業費の国と県の負担割合は国５０％、県１０％、事務費については国５０％。受益者負担割合は、事業費の１５％、事務費の２５％を負担いただくこととしている。受益者負担金の徴収の時期は、３月１日から３月３１日までで、徴収の方法は、納入通知書により徴収するものとしている。
議案第61号「市道路線の認定について」

(担当課)道路河川課
（提案理由等）
新たに島ヶ原支所管内の１路線（西谷尻平田線）、延長１６７．７８メートルを認定することについて議会の議決を得ようとするもの。島ヶ原管内の平田地区は、家屋が密集しており、道路幅員が狭小であるため、緊急車輌の進入が容易でないことから、道路改良事業により、この道路を新設しようとするもの
議案第62号「市道路線の変更について」
（担当課）道路河川課

（提案理由等）
市道２路線（枅川下郡線、大山田伊賀線）を変更することについて、議会の議決を得ようとするもの。枅川下郡線については、三重県との協議により、県道上野島ヶ原線の完成に伴い、機能交換が終わりました枅川下橋の廃止が必要となったことから、道路の起点及び終点を変更しようとするもの。大山田伊賀線については、上柘植インターチェンジから希望ヶ丘間の広域農道の開通に伴う交通量の増加に対応するため、未認定の区間を認定し、市道として管理するため道路の終点を変更しようとするもの

議案第63号「市道路線の廃止について」

（担当課）道路河川課

（提案理由等）

市道１路線（花山川北北野線）、延長２，８４７メートルを廃止することについて議会の議決を得ようとするもの。この道路は、独立行政法人水資源機構の事業において、川上ダム建設に伴う付替県道の計画に変更があり、市道花山川上北野線を県道青山美杉線として供用することとなったため、市道としての認定を廃止しようとするもの。

２　ゆめぽりす伊賀クリエイトランド進出企業について
３　３月中の行事等について
⑴　「第９回伊賀市長杯女子サッカー大会
忍びの里レディーストーナメント」
３月20日（土）～21日（日）
上野運動公園競技場、野球場

問い合せ先：スポーツ振興課（22-9680）
⑵　柘植地区市民センター竣工式
３月25日（木）午前10時
伊賀市柘植町10647番地
問い合せ先：伊賀支所住民課（45-9104）

４　その他
